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経済学研究 45-4
北海道大学 1996.3

<研究ノート>

我が固における企業不正事例(3 ) 

見士口

前号までの目次

1.はじめにー企業不正事例研究の意義

2.事例大光棺互銀行

3.事例 KDD 

4 事例輿人

(以上本誌第45巻第2号)

5.事例不ニサッシ工業・販売

(以上本誌第45巻第3号)

6.事例 リッカー

6. 1 事例の概要

リッカー株式会社(以下， リッカーと称する)

は，昭和14年創業のミシンを中心とした製造，

販売企業である。創業時は日本殖産工業株式会

社，理化学工業株式会社と称したが，昭和23年

にミシンの製造・販売を開始，昭和24年にはリッ

カーミシン株式会社と改称，昭和48年からは経

営多角化に応じてリッカ一株式会社となった。

この間同社は昭和30年代後半から昭和40年代前

半にかけてミシン業界のトップメーカーとなり，

昭和36年には東京証券取引所および大阪証券取

引所一部に上場している O 本事例は，同社の倒

産，粉飾経理事例である。

本事例の報道は昭和59年から本格化するが，

リッカーの企業経営の問題点については，その

かなり以前から報道が行われている。リッカー

は，倒産の前年の昭和58年に当時のN社長と

Ys副会長(前社長)を平取締役に降格，逆に

平取締役の I経理部長を社長に抜擢する人事を

行うが，これに際して，同社の借入金の多さ，

売掛金の多さなど，財務内容の悪さを指摘する

報道がなされている九実はすでにこの 1年前

から，主力銀行である三井銀行，日本長期信用

宏

銀行は， リッカーに対する実質的な新規融資を

停止していたとされ九 リッカーは短期資金の

借入先を広く外国銀行に移していたのである九

昭和59年に入って 2月には，大沢商会が会社

更生法の適用を申請して倒産する。大沢商会は，

単独決算では黒字であったが連結決算では赤字

であったため，同様の事情を持つ企業が注目さ

れ，その中にリッカーも含まれた心。特に銀行，

証券会社はかかる状況の企業への注意を強めて

いるとされ 3月6日にはリッカーの株価が急

落する九同社の I社長は，同日に記者会見し

て経営不安説を否定するが，短期資金の融資を

受けていた外銀からは返済を求められ，主力銀

行の三井銀行から20億円，準主力銀行の日本長

期信用銀行から10億円の運転資金の追加融資を

受ける九この際，両銀行はリッカーに経営再

建策の策定を求め 4月以降は東邦生命からは

一部融資を受けたものの，両銀行からの融資は

以後は停止される九そして 5月25日発表の

1) Iリッカー石井新体制で経営悪化に歯止めかか
るかJr週刊東洋経済.1，第4456号，昭和58年6
月18日。
2)小宮[1984J，116頁。
3) r日本経済新聞』昭和59年7月21日朝刊。
4) Ir単独・有配，連結・赤字』会社の危険度」
『週刊東洋経済.1，昭和田年4月7日。

5) r日経産業新聞』昭和59年7月26日。
6)外銀全体の融資額は三井銀行の融資額を上回る

80億円とされcr日本経済新聞』昭和田年7月
21日朝刊)，日銀の要請によってリッカーから

融資は引き上げられなかった cr日本経済新聞』
昭和田年7月24日朝刊)。

nr日経産業新聞』昭和59年7月19日。
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昭和59年3月期決算では，連結では2期連続の

欠損，単独でも経常利益で1，600万円の大幅減

益，最終損益では赤字となった九銀行から求

められていた同社の経営再建策も同日示された

が，その内容は不採算となっているホテルリッ

チなどの子会社の売却を中心としの，最大の資

産である東京・銀座の本社ビ、ルの売却は含まれ

ていなかったへこの再建策を不満として 7

月初旬には前記2銀行と東邦生命からリッカー

に派遣されていた役員が次々と辞任iヘ この報
道によりリッカー株式の売買が停止される。ま

た東邦生命からの融資も打ち切られベリッカー

は本社ビルの売却を柱とした再建案を再度示す

ことになる印。

しかしながら，本社ビ、ルの売却は価格交渉が

難航した。 7月19日には通産省がリッカーから

経営状況を事情聴取するに至りlペついに23日

には東京地裁に和議を申請して倒産したヘ負

債額は会社側の発表で826億円であり，興人，

永大産業，大沢商会に次ぐ戦後4番目の大型倒

産とされた16)。連鎖的に24日にはリッカー電

機べ 28日にはホテルリッチも和議を申請す

るl九この時点でリッカーの再建には東邦生命

が乗り出しており，かつて東洋製鋼などの企業

再建に実績のある0氏を管財人候補に仰ぐとと

8) r日本経済新聞』昭和59年5月25日朝刊。
9) r日本経済新聞」昭和59年5月3日朝刊。
10) r日本経済新聞」昭和田年5月25日朝刊。
wr日本経済新聞』昭和59年7月18日朝刊， I銀行
も見放した“危機回避策"の支離滅裂Jr週刊
東洋経済』第4534号，昭和田年7月28日。
12) r日本経済新聞』昭和59年7月24日朝刊。
13) r日本経済新聞』昭和59年7月18日朝刊， r日経
産業新聞J昭和59年7月19日。
14) r日本経済新聞』昭和田年7月20日朝刊。
15) r日本経済新聞』昭和59年7月23日夕刊。
16) r日本経済新聞』昭和田年7月24日朝刊。 しか
し負債額は調査機関によっては先の大沢商会に

並ぶ1，100億円ともされ (r日本経済新聞』昭和
田年7月23日夕刊)，その後もこの額が一般的
に使われている。

17) r日本経済新聞」昭和田年7月25日朝刊。
18) r日本経済新聞」昭和田年7月28日朝刊。

もに，東邦生命から東洋製鋼に出向中で， 0氏

の下にあったW氏がリッカ一顧問に就いたヘ

W顧問は再建計画策定委員会を8月に発足さ

せ，東邦生命を中心にリッカーの経理内容の分

析を進めるが，その中で初めて粉飾経理も含め

て調査していることを示唆するヘ粉飾経理の

可能性が強まった結果，債権者の協力が得にく

いと考えられたため8月20日には和議を断念，

会社更生法の申請に切り替えたへこの時点で

O氏はリッカーの再建から手を引き，東邦生命

は新たな事業家管財人候補を探すこととなる。

リッカーには弁護士の保全管財人はいたものの，

結局事業家管財人は翌年2月になるまで決まら

ない。このため東邦生命もリッカーの再建から

手を引き，最終的にはダイニッカ社長のYc氏

が管財人に決まり，昭和60年2月18日にようや

く更生手続開始決定が下りる。これは，管財人

を引き受ける新たな支援企業がなかったことに

よるもので，管財人と支援企業を切り離すこと

で決着したものであった。この時点でリッカー

の支援企業として，東芝， 日本信販， ダイエー

の名があげられた盟)。

さて， リッカーの粉飾経理の可能性はすでに

少しずつ報じられていたが，間年4月11日には，

昭和59年3月期までの 8年間にわたって329億

円の利益の過大計上があったことが大きく報じ

られるに至る。この粉飾額は不二サッシの429

億円に次ぐものである田)。さらに5月21日には，

大蔵省がリッカーと I社長を証券取引法違反

(有価証券報告書虚偽記載)で，管財人がH前

会長ら旧経営陣4名を商法違反(特別背任，違

法配当)で東京地検に告発，これを受けて東京

地検特捜部は直ちに強制捜査に着手したヘ証

19) r日本経済新聞』昭和59年7月27日朝刊。
20) r日本経済新聞』昭和田年8月10日朝刊。
21) r日本経済新聞』昭和59年8月21日朝刊。同時
に子会社のリッカー不動産も会社更生法の申
請を行っている。
22) r日本経済新聞』昭和60年2月19日朝刊。
23) r日本経済新聞J昭和60年4月11日朝刊。
24) r日本経済新聞』昭和60年5月21日夕刊。
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券取引法違反の対象となった粉飾額は，時効の

関係から昭和58年3月期と昭和59年3月期の 2

期分， 139億7，500万円であったへまた，管財

人は続いて22日に旧経営陣23人に対して会社更

生法に基づく総額83億2，000万円の損害賠償請

求の査定申し立てを東京地裁に起こしたへ

10月31日にはH元会長ら旧役員5名が，商法

違反(違法配当)，証券取引法違反(有価証券

報告書虚偽記載)で東京地検に逮捕された。こ

の時点でリッカーの粉飾額は338億円とされ

たへ 11月20日にはこのうち日元会長 Ys元

社長， N元社長の3名が商法違反(特別背任，

業務上横領)で再逮捕，同時に商法違反(違法

配当)で起訴され，またこれに I元社長を加え

た4名が証券取引法違反で起訴されたへ初公

判は昭和61年2月19日に聞かれベ 4被告は基

本的に罪状を認めた。同年12月には求刑が行わ

れ汽昭和62年3月12日に4被告に対して執行

猶予付きの有罪判決が下されたへなお，先の

損害賠償請求訴訟については和解が成立し，個

人資産による賠償がなされているヘ事件とし

ての本事例は，これで終了することになる。

25) ~朝日新聞』昭和60年 5 月 21 日夕刊。

26) ~日本経済新聞」昭和60年 5 月 23 日朝刊。

27) ~日本経済新聞』昭和60年10月 31 日夕刊。
28)起訴状は「リッカー旧役員の特別背任等事件」
『資料版商事法務」第34号， 1987年1月を参院
29) r日本経済新聞』昭和61年2月19日夕刊。冒頭
陳述書は「リッカー旧役員の特別背任等事件
冒頭陳述書J(そのl)r資料版商事法務」第34
号，昭和62年年1月，同(その 2)r資料版商
事法務』第36号，昭和62年3月，同(その3)
『資料版商事法務』第38号，昭和62年5月を参照。
30) r日本経済新聞』昭和61年12月25日夕刊。論告
妥旨は「リッカー旧役員の特別背任等事件」

『資料版商事法務』第34号，昭和62年1月を参鳳
31) r日本経済新聞』昭和62年3月12日夕刊， i東京
地裁， リッカーの粉飾決算事件で元役員に特別
背任罪等で有罪下すJr商事法務』第1106号，
昭和62年3月25日。判決文は「リッカー旧役員
の特別背任等事件判決Jr資料版商事法務』第
37号，昭和田年4月を参照。
32) r日本経済新聞』昭和62年3月5日夕刊。

リッカーの再建については，その後も難航し

た。管財人になったYc氏は厳しい経営方針を

示したが，これが従業員や裁判所に受け入れら

れず辞任ペ リッカーは再び保全管財人 1人だ

けの状態に戻ってしまう。当初は更生案提出は

昭和61年2月が期限であったが，管財人はこれ

を1年延期せざるを得なかった刊。しかし昭和

61年2月には， リッカーの再建にダイエーが全

面的に乗り出すことが表明される。これはこの

時期には土地高騰が始まり，倒産時には売却で

きなかった本社ビルの資産価値が増し，短期間

で再建が可能と判断されたためといわれてい

る的。ダイエーはさっそく管財人代理を派遣，

更生案も再度提出を延期の上，同年8月18日に

ようやく提出された冊。 9月にはダイエ一社長

が管財人に就任，同副社長のK氏が管財人代理

となり 3九更生計画の認可を受けてK氏がリッ

カ一社長に就任したヘリッカーは本社ビルを

所有するリッカー不動産を合併の上，以後本社

ヒ、ル，工場などの不動産売却が進められていく。

ダイエーはリッカーをグ、ループ内の無居舗販売

事業に位置付け， ミシンの販売は続けるものの，

生産はスイスのメーカーに委託し，自社製造は

行わないこととし，製造から撤退した。その後

再建計画は順調に進み，平成5年3月には再建

が完了するへそして平成6年9月 1日に， ダ

イエーグループのダイエーファイナンス，朝日

トラベルエージェンシーと合併してダイエーO

MCとなりベ現在に至っている。これをもっ

てリッカーという企業はなくなったが，ダイエー

33) r日経産業新聞』昭和60年9月11日。
34) r日本経済新聞』昭和61年2月8日朝刊。
35) ~日本経済新聞』昭和田年 2 月 17日夕刊。

36) r日本経済新聞』昭和62年8月19日朝刊。
37) r日経流通新聞」昭和62年9月15日。
38) r日本経済新聞』昭和62年11月21日朝刊。
39) r日本経済新聞』平成4年12月4日朝刊。
40) r日経産業新聞』平成6年9月6日。なお， ダ
イエーファイナンスは東証一部上場企業であり，

リッカ一合併後のダイエーOMCもそのまま上
場している。
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OMCは現在も「リッカー」ブランドのミシン

の販売を継続している。

6. 2 報道の論点

前節でみたように，本事例についてはかなり

の長期にわたって報道がなされている。その中

でも報道が集中したのは，倒産時，粉飾決算の

発覚時と強制捜査時である。

まず，倒産時の報道の論点は以下の6点に分

けられる。第一は倒産の額の大きさである。先

にも述べたように，中堅商社の大沢商会がリッ

カー倒産直前の 2月に倒産しておりベ この負

債額が1，100億円を越すといわれたへこれは興

人，大和毛織以来となる上場企業の大型倒産で

あった。リッカーの事例はその直後に起きたほ

ぼ同規模の大型倒産であり，当時回復基調にあっ

た景気と関連づけて、注目された。第二は， リッ

カーの経営陣に対する批判である。会長のH氏

は創業者の弟にあたり， リッカーはいわゆるオー

ナー企業であった。 H氏は社長を退いてからも

経営権を握り続けていたとされ，そのワンマン

体質が批判されるとともにベ H氏自身の経営

者としての能力にも疑問が呈されたへまた，

H元会長 1前社長， N元社長は，業務上横領

罪でも起訴されているが，これはリッカーの株

式を借入金で購入したための利払いに裏金を作っ

て私的に流用したものであり，これも発覚する

と大きく報道されることとなった喝。第三に，

銀行との関係の悪さが指摘された。大沢商会の

場合，報道では倒産の一因としてメインパンク

41) ~日本経済新聞』昭和59年 3 月 1 日朝刊。

42) r社説J~日本経済新聞』昭和59年 3 月 2 日朝刊。
43) r産業ルポルタージュ・リッカー倒産(4)J~日
経産業新聞」昭和59年7月31日。かかる指摘は，
多くの倒産，粉飾事例に共通するものの1つで
ある(~日本経済新聞』昭和60年 5 月 21 日夕刊)。

44)小宮口984J，119頁。
45) ~朝日新聞』昭和60年11月 20日朝刊， ~日本経済

新聞』昭和60年11月21日朝刊， ~朝日新聞』昭

和60年12月7日朝刊。

がなかったことが指摘されたが叫， リッカーの

場合には，メインパンクといわれる三井銀行や

準主力行の長銀はあったもののこれらに相談を

せず，端的には和議の申請すら事前に知らせな

かったとされるヘしかし，粉飾決算の発覚後

は，銀行が粉飾を知っていたのではないか，あ

るいは，なぜ銀行出身の取締役は歯止めとなら

なかったのかというように， リッカーの取引銀

行にも批判が向けられることになる。第四に，

リッカーが会社更生法でなく和議を申請した理

由が注目された。大会社であり債権者も多いリッ

カーでは，和議を成立させることはそもそも困

難とみられたからである。これは，会社更生法

と異なり，経営陣がそのまま残れる和議をH会

長が選んだためとされる岨。加えて，粉飾決算

の追及を逃れるためという観測もあったヘ第

五は， リッカー経営陣の経営方針についてであ

る。すなわち，同業他社に比較して借入金に大

きく依存してきたこと，成熟商品であるミシン

から脱却できず，多角化を進めた電器，ホテJレ

なども収益に貢献しなかったことなど，市場へ

の対応の悪さ，多角経営の失敗が指摘されたへ

第六は， リッカーにかかわる消費者保護問題で

ある。リッカーは前払い積み立て方式でミシン

46) r社説J~日本経済新聞』昭和田年3 月 2 日朝刊。
「銀行に見放されたリッカー倒産の顛末J~金融
財政事情」第35巻第29号，昭和田年7月30日，
61頁。
47) ~日本経済新聞』昭和59年 7 月 26 日朝刊， r産業
ルポルタージュ・リッカー倒産(3 ) J ~日経産
業新聞』昭和59年7月30日。「誤りの選択重ね
たリッカーの甘えJ~週刊ダイヤモンドJ 第72

巻第30号，昭和59年8月4日， 8 -9頁。
48) ~日経産業新聞』昭和59年 7 月 31 日。

49)小宮口984J，117頁。
50) rリッカーの誤算(上)J~日本経済新聞』昭和
59年7月24日朝刊11.rリッカーの誤算(下)J
『日本経済新聞」昭和59年7月25日朝刊， r大機
小機J~日本経済新聞』昭和59年 7 月 26日朝刊，

小宮口984J，123 -124頁。また，倒産以前にも
同様の指摘がある (r~ ミシン御三家』リッカー

の危機J~週刊東洋経済』第4521号，昭和59年

5月26日， 48-50頁。
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を販売しており，すでに代金を支払っている消

費者の保護が問題となるとともに，かかる前払

い方式による販売方法そのものの見直しも議論

された500

次に粉飾決算に関わる報道であるが， リッカー

の事例では，後述のようにすでに倒産時から粉

飾決算の可能性を示唆する報道がなされていた

ことが特徴的である。とはいえ，その報道が本

格化するのは昭和60年4月以降であり，ここが

一応の粉飾決算の発覚時となる。その後は5月

の強制捜査， 10月の関係者の逮捕に沿って報道

がなされる。リッカーの事例では， この時の報

道が粉飾経理の方法に集中していることに特色

がある。それは，かかる場合に通常みられる経

営のあり方，経営者についての情報等はすでに

倒産時に集中的に報道されていたからであろう。

以上に加えて本事例の報道で特徴的なのは，

リッカーの再建方法に関する報道が相当量なさ

れていることである。これは，そもそもリッカー

の経営危機が倒産前から報じられ，その再建方

法にもともと注目が集まっていたこと，倒産時

にも和議，会社更生法と企業自身の方針が明確

でなかったこと，管財人が二転三転し，最終的

にダイエーによる再建スキームが定まるまでに

3年の期間を要したことが理由としてあげられ

よう。

6. 3 監査および監査人との関連

上場企業の粉飾経理事例としては，本事例は

不二サッシ以来の大型の事例といえるものであ

る。

本事例は，多くの粉飾事例がそうであるよう

に，会社の倒産によって粉飾経理が明らかになっ

たものである。しかし商頑で示したように， リッ

カーについては倒産のかなり前から，報道上そ

51) r日本経済新聞』昭和59年7月24日朝刊.rネ長則
『日本経済新聞」昭和59年7月25日朝刊.r産業
ルポルタージュ・リッカー倒産(5 ) J r日経産
業新聞』昭和田年8月1日。

の企業経営に関しての問題点が指摘されてきて

いた。その中には会計上の問題点をすでに指摘

しているものもある問。このためか，倒産に至っ

た際にも，これが特に唐突に受け止められた感

はない。そして倒産の前後から，会計に関する

報道が目立ったことも本事例の特徴である。

すなわち，まずリッカーが単独決算では黒字

の計上を続けていたが連結決算では赤字の企業

であったことが注目された。これは先述のよう

に同様の傾向があった大沢商会の倒産が先にあっ

たためであり，昭和59年3月のリッカーの信用

不安説もこれに端を発していた。このように，

本事例は連結会計情報がかつてなく注目された

事例なのである。

この黒字となっていたりッカーの個別財務諸

表の項目では，売掛金の多さが当初から注目さ

れていた問。そしてこのことが，倒産直後から

粉飾経理の可能性を示す報道となって表れる。

たとえば，売掛金の多さに第三者の公認会計士

は疑問を呈し54) リッカーの顧問や管財人も，

倒産後の早い時期から粉飾経理の可能性を示す

言動をおこなっている田)。このため，実際に粉

飾経理の内容が詳しく報道され，告発，強制捜

査，関係者の起訴に至った段階では，粉飾経理

の存在それ自体がさして驚きをもって受け止め

られた感はない。

さて， リッカーの粉飾経理は，昭和50年4月

ごろから始まったとされている。このころ 1

株あたり 5円の配当を維持するためにこれ以降

の粉飾決算もやむなしとの基本方針が当時のH

社長(倒産時は会長)， y s副社長 N常務

(いずれも後の社長)によってたてられたとさ

52) rリッカ一石井新体制で経営悪化に歯止めかか
るかJr週刊東洋経済J.第4456号，昭和58年6
月18日。
53) r日本経済新聞』昭和59年7月18日朝刊。
54) r日本経済新聞』昭和59年7月24日朝刊。
55) r日本経済新聞」昭和59年8月10日朝刊， r日経
産業新聞』昭和59年8月16日.r日本経済新聞』
昭和59年8月22日朝刊 8月23日朝刊。
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れる町〉。配当維持の必要性は，会社の信用問題

のみならず，そうしなければ割賦販売法により

前払式割賦販売ができなくなる可能性があるこ

と，銀行からの借入が一層困難になることがあっ

たとされるめ。粉飾経理の方法は，架空売上の

計上がその主体である。具体的には，本社のコ

ンビュータの操作によって架空売上を計上する

もの，本社から支居，支社へ指示を出し，虚偽

の売上票を作成させるもの， リース会社や子会

社に対して架空の売上をたてるものに大別され

る汽この際，売上に対して借方は売掛金が計

上されるため，財務諸表上も売掛債権の額が肥

大化する結果となっている。かかる会計処理は

昭和52年 7月ごろから始まったとされるが，そ

れ以前の昭和51年3月期決算では，すでに退職

給与引当金の過少計上，割賦契約繰延費用の過

大計上が行われていた。このほか，架空売上に

伴って大量のミシンの簿外在庫が発生し，逆に

公表上のミシン在庫量が不足したため，簿外在

庫を帳簿上計上するために架空製造も行われて

いる 59)。この結果，売上の過大計上は累計で539

億円，これに対応する利益の過大計上は累計で

329億円にのぼった帥。金額が多額であるにも

かかわらず，その粉飾の方法自体は特に目新し

いものではない。売掛金金額の大きさは，報道

も早くから着目していたところであり， リッカー

の粉飾経理の発見はそれほど困難なものだった

とは思えない叫。

しかるに監査人はこれを指摘してこなかった

ことになる。リッカーは上場企業であるから，

当然ながら証券取引法監査の対象企業であった。

同社の担当公認会計士は， M氏とT氏の 2名で

56)神崎[1987J，3頁。
57)神崎[1987J，3頁。
58)神崎口987J，4頁。
59)神崎口987J，3 -4頁。
60) I点検，ディスクロージャー(下)Jr日本経済
新聞』昭和60年4月21日朝刊。
61)田中口988Jは， リッカーの財務諸表をもとに粉
飾決算に至る財務的着眼点を分析している。

あり，いずれも両氏の個人会計事務所による監

査である。このうちM氏は日本税理士会連合会

会長，税制調査会，企業会計審議会委員などを

歴任した会計士であった。リッカーは昭和43年

3月期まではI氏の個人事務所による監査であっ

たがω，昭和44年3月期からはこれにM氏が加

わり，さらに翌年からはM氏による単独監査と

なった。そしてリッカーの粉飾が始まったとさ

れる昭和50年度の直前の昭和50年3月期からは，

これにT氏が加わった共同監査となってきたが，

倒産直前の昭和59年 3月期は， M氏の単独監査

に戻っている。この昭和田年3月期に会計方針

の変更に伴う 2号限定が付されている外は， リッ

カーに対しては無限定の適正意見が示されてき

た。よって少なくとも監査報告書上はリッカー

の粉飾経理を伺うことはできなかったことにな

る。なお，両氏は商法監査特例法上の監査報告

においても，粉飾経理の指摘は行っていないへ

このように，粉飾の期聞からしてリッカーの

粉飾決算に関して監査責任があると考えられる

のは， M氏とT氏ということになる。リッカー

の証券取引法監査を行った公認会計士について

は，倒産時にはすでに大蔵省が事情聴取を行っ

ているへまた，粉飾経理が報道された後にも

事情聴取が行われているぺ報道でも， I売掛

金の相手先に対する確認など，通常の監査手続

きにしたがって監査していたなら，粉飾の一端

はつかめたと思われる」と，公認会計士が粉飾

を見逃したことに疑問を呈しておりペ また会

計監査人の責任を問う株主の声も伝えているへ

かかる状況の中で，大蔵省も監査人の処分を検

討していたとされるが耐，この時点でT公認、会

62)同じ事務所からの2名の公認会計士が監査にあ
たっていた。

63)神崎 [1987J，6頁。
64) r日本経済新聞」昭和59年7月24日朝刊。
65) r日本経済新聞』昭和60年4月17日朝刊。
66) I社説Jr日本経済新聞』昭和6昨 4月21日朝刊。
67) I点検，ディスクロージャー(下)Jr日本経済
新聞』昭和60年4月21日朝刊。
68) r日本経済新聞」昭和60年5月22日朝刊。
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計士はすでに死去しており， M氏も入院し，後
に死去してしまうことになるのである。

ところで，報道上，監査報告書についての言

及はほとんどない。ただし， リッカーがスイス

市場でスイス・フラン建て転換社債を発行して

おり，その償還を残したまま倒産したため，債

券の引受を行うスイスの銀行を中心に，その後

の起債に際して監査報告書の提出を求めること

になった点が報道されているへもっとも， こ

のスイスフラン建て転換社債の発行の要件を満

たすこと自体が， リッカーの粉飾経理の理由の

1つであったともされており 70) 仮にリッカー

が既に監査報告書の提出を求められていたとし

ても，そこで適正意見が示され続けていたこと

を鑑みれば，それは起債には何ら影響を与えな

かったことが考えられる。しかし，スイスの引

受銀行にとっては，今後はかかる不祥事に際し

て監査報告書をもって監査人の責任を問うこと

も可能にする措置をとったわけである。

監査役についても， リッカーの粉飾方法が単

純なだけに監査役が通常の業務の中でこれを容

易に発見できたと考えられる。リッカーの監査

役は3名で，うち 2名は常勤監査役であった。

報道では「取締役の職務執行を監査するという

基本的な責務を果たしたといえるかどうか，き

わめて疑問」という指摘がある7九しかし，粉

飾決算への積極的な加担があったという指摘は

ない。とはいえ， r監査役は，粉飾に積極的に
加担していなかったとしても，それを阻止する

ために十分にその職務を果たさなかった」とは

指摘されている明。監査役に対しては，興人の

事例と同様に民事上の損害賠償責任を問う訴訟

が起こされたが四その対象は専ら訴訟後逮捕，

起訴される 4被告に向けられることとなり，他

69) r日本経済新聞』昭和田年8月30日夕刊。
70) r朝日新聞』昭和60年5月22日朝刊。
71) I社説Jr日本経済新聞』昭和6昨 4月21日朝刊。
72)神崎口987J，6頁。
73)吉見[1995bJ，118頁。

の多くの取締役，監査役は裁判所の審尋に対し

て粉飾決算に関する責任を否定している。各取

締役，監査役には，粉飾決算に基づく役員報酬

が支払われていた点で，賠償請求の対象となっ

ているが，訴訟を起こした管財人も，すべての

取締役，監査役に粉飾決算に関する直接的な責

任を問うことは考えていなかったようである。

4被告の刑事裁判が進行し，粉飾決算の責任が

4被告に帰せられる中で，本民事訴訟も 4被告

を中心に和解が成立している。このため結果と

して，監査役がその監査責任を関われたとはい

いがたい事例となった。

6. 4 本事例の特徴とその後の対応

本事例の特徴としては，以下の4点が挙げら

れる。

①かつてなく会計への注目が集まったこと

②監査ないし監査人への論及が少なかったこと

③その後の対応も目立ったものがなかったこと

④学界での論及も限られていたこと

⑤東証一部上場企業による粉飾経理事例として

は，これ以降みられないこと

先にも述べたように，本事例はかなり長期に

わたる報道がなされた事例である。リッカーの

経営悪化が伝えられ始めたのは，その会計情報

に着目してのことであった。本事例では，報道

の初期の段階からかなりの量の報道がリッカー

の経理操作に割かれている。これは，粉飾決算

はあたりまえであるが企業における会計操作を

伴っており，そこへの着目が肝要であるとの理

解があったことを意味している。またリッカー

は，長年H氏が社長を努めた後，短期間にYs

氏， N氏 1氏と社長が交代しているが，この

3氏はいずれも経理担当出身であることが共通

していた。特に I氏の社長就任にあたっては，

当時N氏の後任は銀行出身の副社長であるとみ

なされていたにもかかわらず，実際には平取締

役の経理部長であった I氏が社長に就任し，副

社長は代表権のないまま副会長となる人事が行

われた。リッカーの粉飾経理が経理部全体で行
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われていたことを鑑みれば，数年にわたる経理

部出身者偏重の人事は，この間の粉飾経理の発

覚を防ぐためのものであったことがわかる。報

道でもかかる人事の意味が注目され，企業にお

ける経理部門の重要性が注目された事例であっ

fこ74)。

にもかかわらず，監査ないし監査人への着目

が思いの外少ないことも特徴的である。リッカー

の担当公認会計士は，有力会計士とされていた

にもかかわらず，現実にはその責務を果たせな

かったと言わざるを得なし、。昭和田年4月に，

不良月賦債権を抱えているといううわさがある

ので貸倒引当金の積み増しと子会社の株式評価

損の計上を示唆したとされる点が7白， いわば唯

一の会計士によるリッカーの経理に対する疑念

の表明であった。しかし， リッカーの粉飾方法

はきわめて単純なものといえる。リッカーの経

営に異常な点があること，たとえば売掛金の異

常な増加は，公表財務諸表を見るだけでも明ら

かであり，先述のようにしてすでに報道上も指

摘されてきたところであった。公認会計士に対

しては，報道でも責任を問う声はあり円「粉

飾決算に関して，他の役員，主力銀行，公認会

計士などが最後の最後まで全く関知しなかった

のかJrc公認会計士は)初歩的な伝票捜査によ
る架空売上が全く予測だにできなかったとはい

えまい」とする指摘もあっため。前節で述べた

ように大蔵省も早くから公認会計士の責任追及

の態度をみせていたのであるが，結果としては

担当会計士が死去するという状況の前に，責任

追及も， これ以上の報道上の着目もなくなって

しまうへ担当会計士は通常の監査手続すら怠っ

74) ~読売新聞』昭和6昨5 月 21日夕刊，小宮口984J ，

123頁。
75)神崎[1987J，6 -7頁。
76) 1社説J~日本経済新聞』昭和6昨5 月22日朝刊，
「社説J~毎日新聞』昭和60年 5 月 23 日朝刊，
「社説J~朝日新聞』昭和60年 5 月 25 日朝刊。
77)1リッカーの粉飾決算事件の顛末J~荷事法務」
第1107号，昭和62年4月5日。

ていたか，あるいは粉飾を知りながら故意に看

過していたことも考えられるが，この点もはっ

きりしないままに終わる結果となったことにな

る。ただ， リッカーのような事例で公認会計士

が責任を問われないのは，アメリカと違って公

認会計士に対する損害賠償請求訴訟が起きない

からだ，という指摘があったのは，エクスペク

テーション・ギャップ問題との関係で興味深い

といえよう問。

この結果，本事例に関連して特段の対応がと

られた傾向もない。本事例にあっては 2人の

個人公認会計士によって監査が行われており，

両者の責任関係の暖昧さが指摘されている冊。

しかも昭和59年3月期の監査は1人の公認会計

士によって行われており，このことの問題点は

すでに不二サッシの事例で強く指摘されたとこ

ろである81)。その意味で， リッカーにおける組

織的監査の不徹底が指摘されたが曲既に当時

はほとんどの公認会計士監査対象企業が監査法

人による監査に移行しており， リッカーはもは

や例外的ともいえた。よってこの点でも特に制

度的な改善がなされたわけではなし、。また，通常

は監査法人では担当会計士が代わるが，それが

なかったために長い付き合いもあって監査が安

易になったのではないか，とする指摘がありペ

これはいわば監査人の任期制，ローテーション

制を示唆するものでもあるのだが，その後かか

る制度が具体化したわけではない。

以上のような結果から，本事例の社会的影響

の大きさにもかかわらず，学界における論及の

対象にもほとんどなっていなし、。監査基準にお

ける虚偽記載や粉飾の概念の明確化の必要性ベ

78) 1社説J~日本経済新聞」昭和61年 3 月 12日朝刊。

79) 1これでよいのか公認会計士J~日経ビジネス』
第408号，昭和60年6月10日， 252真。
80) ~朝日新聞」昭和60年 5 月 22 日朝刊。
81)吉見[1995bJ，122頁。
82)神崎[1987J，7頁。
83) 1社説J~日本経済新聞』昭和60年 4 月 21 日。
84)細田[1993J，320頁。
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証券取引法第197条 1の2上の「虚偽記載J， 群に資金を提供する位置にあった。 K氏グルー

「重要な事項」の具体化の必要性の指摘はあっ プの企業に対する融資は銀行全体の3分のlと

たが回，会計学や監査論の立場からの着目は一

般的にきわめて少なかったと言わざるを得ない。

それはすなわち， リッカーの事例は粉飾の方法

としては特に目新しいものもなく，結果として

会計士や監査役の責任が大きく問われた事例で

もなかったことを反映しているように思われる。

しかしながら，これほどの粉飾経理事例にあっ

て，監査の意義，監査人の責任がさして問われ

なかったということは，彼らに対する粉飾防止，

発見への期待が薄いことを意味するのであろう。

結果的には，本事例以降に，東証一部上場企

業による粉飾経理を伴う倒産事例は起こってい

ない。少なくとも大企業にあっては，これ以降

我が国でも監査制度が有効に機能し始めたとみ

ることもできょう。しかしながら後述のように，

同様の事例はかわってより小規模の企業にみら

れるようになるのである。

7.事例平和相互銀行

7. 1 事例の概要

平和相互銀行は，東京に本庖を置く居頭登録

によって株式を公開している相互銀行である。

昭和24年にKe氏によって設立された無尽会社

「日本殖産」を前身とし，昭和26年，相互銀行

法によって相互銀行に転換した。昭和55年には

相互銀行では資金量第8位に位置していたが，

夜7時までの窓口営業のようなユニークな経営

方針もあり，昭和60年には一時間第5位にまで

成長している。本事例は，基本的には同銀行の

経営破綻にかかる事例であるが，そのほか多く

の問題点を含む事例である。

さて，平和相互銀行は， K氏一族が株式の41

ノf一セントを所有していたとされるいわゆる同

族経営の銀行でありベ K家が持つ多くの企業

85)林口988J，118頁。
86) r日本経済新聞』昭和55年5月15日朝刊。

も3分の 2ともいわれ，これらにつき大蔵省は

かねてから担保不足を指摘していたところであっ

た問。このような背景もあって，創業者のKe

氏が昭和54年に死去するや経営の主導権争いが

起きたとされ，さらにK氏グループ企業の経営

悪化も伝えられていた闘。そして Ke氏の死

去のわずか3カ月後には Ke氏の娘婿にあた

る1k副社長が非常勤取締役に降格される。

また翌年には，大光相互銀行の簿外保証事例

に関連して，平和相互銀行についても簿外保証

があったことが報じられた刷。このときの社長

は， Ke氏の後継として昭和48年からその任に

あった弟のKs氏であった。が， Ks氏は簿外保

証事件の責任を取る形で退任，新たに 1n氏が

社長となった。 Ke氏は， Ks氏が社長に就任後

も会長として実際に経営に関与していたとされ，

同様にKs氏も退任後は会長に就任したが，氏

も昭和59年に死去するヘ

これを機に，同行の経営権争いが表面化する。

In社長はK氏一族ではないもののKe元社長に

忠実といわれる人物であったが，氏とTk常務，

To取締役 1s監査役が中心となって，平和相

互銀行を fK氏の銀行」から脱皮させようとし

たへ具体的には，昭和60年2月に，平和相互

銀行はK家に対して提出担保の登記や代表者の

個人保証，保有する平和相互銀行株式の提出を

求め，また昭和60年3月の取締役会では 1n 

社長がKe氏の長男であるKi常務の解任を提案，

これが可決されるヘこれ以降，平和相互銀行

87) Iオーナー追放後，混乱続く平和相銀Jr週刊東
洋経済」第4587号，昭和60年4月27日， r日本
経済新聞』昭和55年5月15日朝刊。
88) r臼本経済新聞』昭和55年5月15日朝刊。
89)吉見 [1995aJ，115頁。
90) r日本経済新聞』昭和田年10月29日朝刊。
91) Iオーナー追放後，混乱続く平和相銀Jr週刊東
洋経済』第4587号，昭和60年4月27日。
92) r日本経済新聞」昭和60年4月19日朝刊。
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の経営権をめぐる現経営陣とK氏一族との対立

の構図が明確になる。さらに 1n社長らは， K 

氏関連企業への融資について追加担保として平

和相互銀行株の差し入れを求めたが， K家は平
和相互銀行の実質的な支配権を保持するため保

有全株式を旧川崎財閥の財産管理会社「川崎定

徳」社長のS氏に譲渡して対抗した回)。

また，同行の系列会社であり， K家とその関

連企業がその株式を全額保有する「太平洋クラ

ブ」は，同年5月に倍額増資することを決め，

新規に発行した株式は平和相互銀行系の企業に

割り当てられた。しかし，これを決めた取締役

会に出席しなかったK家のKy取締役と，他の

K家関連の株式保有企業は，取締役会の開催通

知を受けていなかったとして，倍額増資の無効

確認を求める訴訟を起こして対抗する叫。同様

の増資は「総武流山電鉄」でも行われ， ここで

もKy氏が取締役である総武流山電鉄の筆頭株

主企業が増資無効を求めて提訴した。これにつ

いてはK家側の主張が通る形で仮処分が決定さ

れ，現経営陣側は決定の出る前日に先手を打つ

形で増資の決定を取り消す。

さらに平和相互銀行は，多額の融資先であり

経営が悪化していたK家の会社「足立産業」に

対して会社整理の申し立てを行い，同様に「総

武通商」については更生手続を申請した冊。こ

れに対し， K家側は足立産業の名誉を傷つけら

れたとして損害賠償請求を起こす冊。 K家はそ

の後，平和相互銀行に対しては関連企業の債務

を返済しようとし，銀行側も当初はこれを拒ん

だものの，最終的には受け取る冊。

このように，平和相互銀行の経営をめぐって

はきわめて異例の対立が展開され，当初は静観

93) r日本経済新聞』昭和60年4月19日朝刊。
94) r日本経済新聞』昭和60年4月18日夕刊。
95) r日本経済新聞』昭和60年5月2日朝刊。
96) r日本経済新聞』昭和60年5月9日朝刊。
97) r日本経済新聞』昭和60年5月14日夕刊 5月
24日朝刊。後にこの返済資金は，伊藤蔦が肩代
わりしたものとわかる(山田口986J，300頁)。

していた日銀，大蔵省も関心を示し始める曲)。

そもそも，かかる対立の根幹には，平和相互銀

行の融資先がK家関連企業に集中しており， し

かもそのかなりが不良債権化していたことがあ

る。これは，先の総武通商の会社更生法申請が，

更生の見込がないとして却下されることでも明

らかとなってしまうへこの却下に応じて総武

通商は自己破産を申請，平和相互銀行は東京高

裁に抗告するものの，結局は破産宣告を受ける。

続いて太平洋クラブも会社更生法の申請をなす

に至り鵬，これらの企業に対する平和相互銀行

の融資のほとんどが回収できない可能性がでて

きたのである。

ここに至って大蔵省は，預金者保護は問題が

ないとコメントを出し，信用不安を回避しよう

とし始める則。加えて平和相互銀行に対する銀

行検査を繰り上げて実施し，その融資実態の解

明に動きだすlω。検査が進行する中で，平和相

互銀行は昭和60年9月期の中間配当を大蔵省の

指導に従って見送り鵬 1n社長は退任，後任

に会長で大蔵省OBであるTs氏が社長となり，

さらに大蔵省，日銀から顧問を迎えた1叫。これ

により平和相互銀行は事実上大蔵省管理下の銀

行となり，この時点では自主再建の方向を示し

て日銀を含めた全面的な支援態勢をとることに

なる刷。大蔵省による検査は次年の 1月28日に

終わり鵬， この結果，昭和60年9月末の融資総

額9，500億円のうち回収不能な債権第四分類の

98) r日本経済新聞』昭和60年5月9日朝刊 5月
12日朝刊。
99) r日本経済新聞』昭和60年6月15日朝刊。
100) r日本経済新聞』昭和60年7月31日朝刊。
101) r日本経済新聞J昭和60年6月19日朝刊。
102) r日本経済新聞』昭和60年8月20日夕刊。
103) r日本経済新聞』昭和60年11月26日夕刊。
104) r日本経済新聞』昭和60年12月1日朝刊， 12月
3日朝刊， r平和相互，中間配当見送り社長交
代を決定Jr新聞の盲点Jr金融財政事情』第
36巻第46号，昭和60年12月9日。

105) r社説Jr日本経済新聞』昭和60年11月28日朝
刊， 12月3日朝刊。

106) r日本経済新聞』昭和61年1月28日夕刊。
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不良債権が138億5，000万円，回収困難とされる

第三分類のものが約1，750億円にのぼることが

判明した附。平和相互銀行はここでも自主再建

を目指すとしたものの鵬，大蔵省は同行の自主

再建は困難と判断し，有力行との合併の可能性

が示唆される問。そして早くも 2月7日には住

友銀行との合併を有力視する報道がなされ帥，

住友銀行も合併に積極的な姿勢をみせる。さら

に日銀も後援を表明し111) 2月15日には同年10

月1日の合併が発表される 11九その後合併手続

きは順調に進み，同年1叩O月1日に平和相互銀行

は住友銀行に吸収合併されて現在に至つてLい、る~1日山13

平和相互銀行では，住友銀行との合併が報道

されると， K家による経営からの脱却を図ると
ともに，行内では， K家と対立し 14人組」と

も呼ばれていた経営陣の In相談役(前社長)， 

Tk常務， To非常勤取締役 1s監査役が，乱

脈融資の責任を問われて退任する1へまた，非

常勤取締役として残っていたK家のKs氏も，

後に退任する問。

さて，平和相互銀行の問題は昭和61年3月に

は開会中の国会でもとりあげられ， この中で特

にいわゆる「金扉風」を担保にした融資につい

て質問が出た瑚。これは 1s前監査役が設立

し，株式の97パーセントを保有する経営コンサ

107) r日本経済新聞』昭和61年1月29日朝刊。
108) 1大蔵省，平和相互に六項目の改善勧告Jr金
融財政事情』第37巻第5号，昭和61年月10日。

109) r日本経済新聞』昭和61年l月24日朝刊。
110) r日本経済新聞』昭和61年2月7日夕刊， 1住
友，平和相互救済合併の序章Jr金融財政事情』
第37巻第6号，昭和61年2月17日。なお後者
の記事は，住友銀行頭取のインタビュー記事

であり，取材は2月7日に行われている。

111) r日本経済新聞』昭和61年2月8日朝刊。
112) r日本経済新聞』昭和61年2月16日朝刊， 1住
友，平和相互救済合併の軌跡Jr金融財政事情』
第37巻第7号，昭和61年2月24日。

113) r日本経済新聞』昭和61年10月1日夕刊。
114) r日本経済新聞』昭和61年2月7日夕刊。
115) r日本経済新聞』昭和61年5月29日朝刊。
116) r日本経済新聞」昭和61年3月15日夕刊。

ルティング会社「コンサルティング・フォーラ

ム」が昭和60年8月に都内の画廊から金扉風を

購入するに際し，この扉風を担保に平和相互銀

行から41億円もの融資が実行されたことに関係

する。コンサルティング・フォーラムは，昭和

57年12月に設立され，当初は先述の太平洋クラ

ブなどのコンサルティングを行っていたが，す

ぐに休眠会社となっていたmoそこでこの融資

の真の理由は，経営権をめぐる対立の中でS氏

が入手したK家株式を平和相互銀行側が入手す

る工作を件の画廊が引き受け，その謝礼として

扉風の売買がなされたのではないかとされたの

である 118)。金扉風は8，000万円から 5億円のも

のといわれるが，これをコンサルティング・フォー

ラムは40億円で購入していた。この一部が，工

作の過程で政治家へ渡された疑いも呈されたlへ

そもそも平和相互銀行は Ke氏の政界との交

際の広さから以前から政界への資金提供の可能

性を報道されていた企業であるが醐，金扉風疑

惑はこれが具体化したものとなった。

さらに，別の不正融資疑惑も浮上した。先に

言及した太平洋クラブは 1s前監査役の紹介

で神戸市扉風の土地を大阪市の建設会社「広洋」

と兵庫県尼崎市の造園会社「サングリーン」に

60億円で売却するが，その購入代金と宅地造成

費として合計88億円が平和相互銀行から融資さ

れた。ところがこの土地は地名の「扉風」が示

すように変形した山林で，かっ市街化調整区域

のために開発の見込みはなかった。しかもこの

後に土地の開発費として28億2，000万円が追加

117) r日本経済新聞』昭和61年7月26日夕刊。
118) r読売新聞』昭和61年7月20日， r毎日新聞』
昭和61年7月10日夕刊。

119) 1検察当局はどう動く水面下で進む“疑惑の解
明"Jr金融ビジネス」第12号，昭和61年4月，
「平和相互銀行巨悪摘出で10月合併への総仕上
げJr週刊東洋経済』第4669号，昭和61年7月
19日， r日本経済新聞』昭和61年8月13日朝刊，
『毎日新聞』昭和61年7月8日朝刊。

120) r毎日新聞』昭和60年9月19日朝刊。
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融資される。結局この土地に平和相互銀行から

融資された総額は116億2，000万円にのぼり， う

ち担保があるのは評価額30億円とされる土地に

対する融資60億円分だけであったのである。ま

た， この取引には札幌市の不動産会社「新日興

開発」も仲介で介在し， ここには 3億6，000万

円の手数料が支払われている。結果として，貸

付金はほぼ全額が不良債権化し，平和相互銀行

は88億円の回収不能を負った則。平和相互銀行

の前経営陣から事情聴取を続けていた東京地検

特捜部は，この融資が商法486条の特別背任罪

にあたると判断し 7月6日に In前社長 1s 

前監査役ら 14人組」といわれた前経営陣4名

と，融資を担当した前取締役l名，それに新日

興開発の0社長と東京都の業者を逮捕凶， さら

に7日には銀行の融資担当責任者3名1ベ18日
には広洋の社長を逮捕した則。

ここで，新日興開発社長が逮捕されたのは，

同社が実は仲介にはかかわっていなかったとさ

れたためで，また他にも札幌市内の土地や鹿児

島県の離島の土地売買に関連して平和相互銀行

から同社に融資が行われていたことが判明する。

このうち使途不明となったものも多く 1s前

監査役へ裏金として渡された疑惑がもちあが

る1田〉。

121) r日本経済新聞」昭和61年6月11日朝刊 7月
7日朝刊。

122) r読売新聞」昭和61年7月6日， r日本経済新
聞』昭和61年7月7日朝刊。

123) r日本経済新聞』昭和61年7月7日夕刊。
124) r日本経済新聞」昭和61年7月19日朝刊。
125) r日本経済新聞』昭和61年7月8日朝刊 7月
9日夕刊。後者の離島については，昭和49年
に石油備蓄基地の建設を見越して平和相互銀

行が投資したものであったが，それが中止に

なるや核燃料廃棄物処理場， そして防衛庁の

レーダー基地計画が次々ともちあがったもの

である。一部報道は右翼団体や政界との関係

を追及したものの，事件となるにはいたって

いない (r朝日新聞』昭和61年12月9日朝刊，
昭和62年2月15日朝刊 2月16日朝刊 2月
20日朝刊〕。

さらに， コンサルティング・フォーラムが東

京・上野のビルを売買するにあたり 1s監査

役が仲介に入って仲介料を受け取り， この一部

をO氏に貸し付けるが， これが焦げ付いたため

2億円を無担保で平和相互銀行からコンサルテイ

ング・フォーラムに融資したことも判明 1s 

前監査役ら In前社長を除く旧経営陣 3名と O

氏が特別背任容疑で再逮捕される酬。

7月26日には神戸の土地に関して116億2，000

万円の特別背任罪で旧経営陣4名が起訴され，

さらに8月12日には上野のビル売買に関して2

億円の特別背任罪で旧経営陣3名が追起訴され

た即)。また，共犯として広洋，新日興開発の両

社社長も起訴された。これに応じて，平和相互

銀行は，旧経営陣4名に対して15億円の損害賠

償請求訴訟を起こすが円強制捜査に関しては

先の起訴をもって終了する。この結果，金扉風

の問題は立件されず，疑惑を残したまま事件も

一旦は終わることになる。

さて，同事件の初公判は10月31日に聞かれベ

ここで 1s前監査役は無罪を主張し，他の被告

が罪状を認めたため，この後両者を分離して公

判が行われる。 In前社長らの公判は昭和62年

5月28日には求刑が行われ1ベ 7月30日には東
京地裁で被告全員有罪の一審判決が言い渡され

たlヘIn前社長と「広洋」社長は執行猶予が
つかなかったため控訴するが 2者とも二審で

控訴を棄却され132l， 1 n氏は上告も棄却されて

実刑判決が確定する刷。 1s元監査役も平成元

126) r日本経済新聞』昭和61年7月26日夕刊， r読
売新聞』昭和61年7月27日。

127) r日本経済新聞』昭和61年7月26日夕刊 8月
13日朝刊。

128) r日本経済新聞』昭和61年9月4日夕刊。
129) r日本経済新聞』昭和61年10月31日夕刊。
130) r日本経済新聞(大阪)J昭和田年5月28日夕
刊。

131) r日本経済新聞』昭和62年7月30日夕刊。
132) r日本経済新聞』昭和63年7月15日朝刊， 8月
25日夕刊。

133) r日本経済新聞』平成2年5月15日朝刊。
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年12月25日に一審で求刑制，平成2年3月26日

には実刑の有罪判決が下される。 1s氏も控訴

するが，平成7年2月27日に東京高裁は一審を

支持して控訴を棄却している刷。

7. 2 報道の論点

平和相互銀行に関する報道も， リッカーの事

例と同様に長期にわたっている。そもそも，平

和相互銀行は簿外保証事件の発覚を含めて，問

題の多い銀行とみなされてきたきらいがあり，

よって報道も注目していた銀行である。それは，

同行の同族経営のありかた，特に融資先がK家

関連の企業に集中していたことにも起因してい

るといってよい。この点が，創業者のKe氏，そ

の弟のKs氏の死去により，現経営陣による K

氏一族の銀行経営からの排除の動きとなって表

札平和相互銀行経営陣対K家の対立の構図が，

訴訟などを通じて明確になったことから報道が

本格化する。すなわち報道の論点は，まず第ー

にはK家による同族経営の問題点と，後の経営

主導権争いにあてられた酬。

第二は，この中から表れてきた平和相互銀行

の不良債権の額についてである。これはもっぱ

ら，大蔵省が行った繰り上げ検査によって明ら

かにされた形になっている。その多くは，前記

のK家関連企業に融資されたものが不良債権化

したものであった。

第三は，平和相互銀行の経営再建問題である。

当初，平和相互銀行は，自主再建可能と表明し

てきたが，大蔵省検査の終了によって不良債権

額が公表されると，きわめて早い対応で住友銀

行による救済合併が発表されることになる。こ

れを機に，ここまで報道が控えられていた事実

が公表され始める。すなわち，かなり早い段階

で大蔵省と日銀が平和相互銀行の自主再建をあ

134) r日本経済新聞』平成元年12月26日朝刊，平成
2年3月26日夕刊。

135) r日本経済新聞』平成7年2月27日夕刊。
136)笹子口986J。

きらめていたとみられること，住友銀行も，同

様に早い段階から平和相互銀行合併の準備をし

てきたことである。大蔵省については，すでに

銀行の内紛が表面化した昭和60年春に同行の解

体を考えていたとされる。このため，大蔵事務

次官は，住友銀行や日本興業銀行に救済の打診

を始めていたl問。そして11月には，昭和60年9

月期の中間配当見送りから合併までの予定を組

んでいたとされる1胡。また日銀は Ks氏死去

の直後，昭和59年に考査を行っているが， この

ときすでに同行の債権内容の悪さを認識してい

た。すなわち，考査にあたった日銀の考査役の

認識は，平和相互銀行は本来なら利息を取れな

い融資先に追い貸しすることで利益を計上して

おり，同行は実質的には赤字であるというもの

であった。この結果，日銀は平和相互銀行の都

銀による合併などの処遇を検討し始め，銀行へ

の打診を始めたとされる醐。

一方，住友銀行の対応は平和相互銀行株の取

得に表れる。すなわち，前項のように， K家は

銀行経営陣への対抗のため保有する平和相互銀

行株式をS氏に譲渡したのであるが， s氏がそ
の購入資金をどこから得たのかといえば，ノン

バンクのイトマンファイナンスからであった。

イトマンファイナンスは大阪の商社伊藤高の子

会社であり，伊藤高の社長は住友銀行出身であっ

て，特に住友銀行の経営陣には信任が厚い人物

であった。すなわち，住友銀行は伊藤高を通じ

て平和相互銀行株式を入手できる態勢を整えて

いたことになる 140)。また，住友銀行は旧経営陣

137) I救済合併，平和相銀(上)Jr日本経済新聞』
昭和61年2月13日朝刊。

138) I住友・平和相銀合併(下)Jr日経産業新聞』
昭和61年2月18日。

139)山田口986J，299頁， I住友・平相合併廓lの舞
台裏Jr金融ビジネス」第12号，昭和61年4月。

140) I巨額不良融資生体解剖される平和相銀Jr週
刊東洋経済』第4629号，昭和60年12月7日，
「救済合併，平和相銀(上)Jr日本経済新聞』
昭和61年2月13日朝刊。
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の退任を合併の条件とし141)これを受けて大蔵

省が退任を迫ったとされ K家と同様に現経営

陣も平和相互銀行と切り離された。住友銀行に

よる合併が発表されると，平和相互銀行の砥綻，

再建問題は終わった形となり，報道の関心は住

友銀行にとっての合併の経営メリットや， これ

をアレンジした伊藤高へと移っていく 1叫。

その後は，旧経営陣の特別背任罪での逮捕，

起訴に伴って，それまでほとんど報道されてい

なかった平和相互銀行旧経営陣に関する報道が

一挙に中心を占める。旧経営陣の経営責任問題

としては，前項のように 2点あり，それがその

まま 2つの論点となる。

すなわち，論点の第三は神戸市扉風の土地に

対する不正融資問題である。この融資と，後に

追加立件される上野のビ、ルの売買について，旧

経営陣が特別背任で逮捕，起訴されるわけであ

るが，検察当局は， この件について既に昭和60

年秋から内偵捜査を始めていたという凶。旧経

営陣については， K家による銀行の同族経営支

配を排除しようとした中核であり，従来は報道

では必ずしも問題点があるように指摘されてい

たわけではなかったのであるが，強制捜査が始

まるやこれが大きく変化する。特に 14人組」

といわれた旧経営陣の中では，従来は In前社

長が報道上表面に表れていたが，実は銀行の実

権を握り，銀行に損害を与えていたのは Is前

監査役であったと大きく報道されることになる。

逆に当初報道の中心となって経営責任を議論さ

れたK家出身の経営者たちは Is前監査役ら

と異なり何ら刑事責任を問われることはなかっ

141) I銀行の犯罪検証・平和相銀事件 (3)Jr日
本経済新聞』昭和61年7月9日朝刊。

142) I特集住友銀行の“最大最強"宣言Jr金融ビ
ジネス』第12号，昭和61年4月。「商社コンフィ
デンシャルJr日経産業新聞」昭和61年2月17
日，山下 [1986JoI平相合併劇前夜住銀重役
は皆反対だったJr週刊ダイヤモンド』第74巻
第13号，昭和61年3月29日(この報道は，伊
藤高社長へのインタビ、ューである)。

143) r日本経済新聞』昭和61年6月11日朝刊。

fこ。

第四は，金扉風の売買についてである。これ

は，不自然な金扉風の売買から，背後に政治家

への工作などの可能性が強く報道されたもので

あった。これは，前記の土地の問題よりも早く

国会で問題となったが，その後報道の中心は前

記の土地の問題に移り，結局この問題は事件と

しては立件されない。国会では野党を中心にか

かる形での事件の終了に疑義が呈されたが，証

拠不十分を理由に捜査は打ち切られた凶。

この金扉風問題は Is元監査役の公判の中

で，同氏の証言によって平和相互銀行株式の購

入工作のためのものであったことが裏付けられ

ていく附。政界への工作については， T元首相
(金扉風取引時は蔵相)のA秘書に会ったこと

をIs氏が法廷で証言， このとき元首相に裏金

が流れるとの認識をもったとした附。 T元首相

は平成5年2月17日に衆議院予算委員会で証人

喚問に立つが，金扉風事件への関与を否定す

る附。同年4月 l日には参議院予算委員会で

Ts平和相互銀行元社長が証人として喚問され，

画廊の紹介を Is氏にしたことは認めたものの，

事件への関与は否定したl岨。また住友銀行は，

金扉風に関する融資の返済を求めてコンサルティ

ング・フォーラムを提訴，コンサルティング・

フォーラムはそもそも返済を求めない約束での

融資だったと主張するが，平成6年3月には，

住友銀行の訴えが認認、められる判決が出てしい、る

金扉風間題は，上記のように関係者からの有効

な証言が Is元監査役のものを除けば得られな

かったことに加え， A秘書の自殺，川崎定徳社

長のS氏の死去などもあって，これ以上は追及

されていなL、
このように本事例では，経営の主導権争いに

144) r日本経済新聞』昭和61年8月22日夕刊。
145) r日本経済新聞」昭和62年1月30日朝刊。
146) r日本経済新聞J昭和田年2月16日夕刊。
147) r日本経済新聞』平成5年2月18日朝刊。
148) r日本経済新聞」平成5年4月2日朝刊。
149) r日本経済新開」平成6年3月30日朝刊。
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端を発し，多額の不良債権問題，合併問題，特 本事例に関して特徴的なのは，結果的に従来

別背任問題，政界との関係と報道の論点が多岐

にわたっている。主導権争いについては，合併

と特別背任事件によって，当事者の両方が平和

相互銀行の経営から離れる結果となった。そし

て事例の政界との関連については，結局は不透

明なままとなるのである。

7. 3 監査および監査人との関係

本事例では，会計，監査に関する報道は少な

い。しかしながら，本事例の本質は不良債権に

よる銀行の経営破綻であり，その意味で，会計，

監査に関する報道が少なかったことは，むしろ

不自然なことである。

銀行に対しては，すでに公認会計士による監

査が導入されているところであり，当然ながら

平和相互銀行もその対象であった。また，同行

は居頭登録企業であり，証券取引法の対象とも

なっており，有価証券報告書も提出している。

平和相互銀行の場合，個人の公認会計士2名が

監査を担当していた。ここで問題となるのは，

不良債権の額の大きさにもかかわらず，適切な

償却，引当金の設定がなされていなかったこと

である。この点について， r会計監査人は，平
和相互の貸付債権の中身が非常に悪いことを容

易に知り得たはずだし，当然，銀行側に償却な

いし貸倒引当金設定をさせるか，さもなければ

監査意見の中で，それについて指摘すべきだっ

たと思われる」という指摘もあった則。しかし，

現実にはそれはなされなかった。仮になされれ

ていれば，不良債権の額からして平和相互銀行

の決算は赤字になっていた可能性が高いことは

いうまでもない。このような中で，公認会計士

については特に責任を問われず，報道上も大き

な議論はなかった。それは，平和相互銀行が吸

収合併されてしまったためという理解のようで

ある則。

150) I社説Jr日本経済新聞』昭和61年 3月12日朝
刊。

になく監査役が注目を浴びた事例であるという

ことである。すなわちそれは，最終的に事件と

して立件された特別背任事件で，問題となった

融資に直接関与し指示を出していたのが 1s前

監査役であり，旧経営陣の中では，実は 1s氏

が事実上の経営の実権を握っていたことが明ら

かにされていくことによる。

1 s氏は検事出身で，東京地検特捜部に勤務

の経験もある。昭和37年に弁護士となり，昭和

45年に平和相互銀行顧問，昭和52年には同監査

役となった。 1s氏が平和相互銀行に入行し，

影響力を持つようになるのは Ke元社長が起

こした昭和52年のヂーゼル機器株の仕手戦の失

敗や昭和49年からの不動産取引のトラブルに関

してその処理に尽力したこと， Ke氏の長男Ki

氏の後継認知に尽力したことによるとされる。

そして， Ke氏の死去後はさらに影響力を拡大

し， Ke氏の下にあった In氏に加え，関東甲信

越国税局からTk氏，検察事務官であったTo

氏を迎えて， r 4人組」とも呼ばれる「実権派」
を形成し，自身は「平相の天皇」と呼ばれるよ

うになったという 152)。

1 s監査役の関与する融資案件は，行内では

通常の手続きを経ることなく融資が決定されて

いた。また平和相互銀行の組織図では，取締役

会の上に監査役が配置されており醐，逮捕，起

訴された旧役員の中では 1s監査役の役員報

酬が最も多かったという則。

商法上の監査役は，本来はかなり権限のある

地位であるが，その実態は，多くの企業で形骸

化し，閑職とみられていることが多い。しかる

151) I社説Jr日本経済新聞』昭和61年 3月12日朝
刊。

152) r日本経済新聞』昭和61年7月7白朝刊， 10月
31日夕刊。

153) I銀行の犯罪検証・平和相銀事件 (3)Jr日
本経済新聞』昭和61年7月9日報刊， r毎日新
聞』昭和61年7月11日朝刊。

154) r日本経済新聞』昭和61年10月31日夕刊。
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に，平和相互銀行では，監査役が事実上の実権

を握っていたことになる。ある意味では，会社

内で監査役が力を持つことは，商法が期待する

ところであるともいえる。また監査役に独立性

を期待し 1s氏のごとく，法曹界から監査役

を迎える企業は現在でも少なくない。

ただし，平和相互銀行の事例では 1s氏が

監査役としての職務を果たしていたかというと

疑問を呈さざるを得ない。 1s氏がl直接に融資

案件に関与していたとされる点からは，実質的

には監査役というよりは取締役の職務を担って

いたように思われる。平和相互銀行の事例は，

確かに監査役の地位が強い立場として機能し得

る可能性を示しているといえるが，反面，監査

役それ自体の機能が果たされなかった事例でも

あった。

本事例で公認会計士，監査役よりも注目され

たのは，大蔵省による検査，日銀による考査の

有効性であった。確かに，本事例で平和相互銀

行が合併に至るきっかけとなったのは大蔵省検

査による不良債権の確定である。また日銀考査

では，すでにそれ以前に再建不可能なほどの不

良債権額が認識されていたところであった。し

かし，不良債権は過去の長い期間にわたって積

み重ねられてきたものであり，これ以前の検査

や考査の有効性には疑問が呈された回。両者と

も，債権の担保の不十分性やK家関連企業への

融資集中を指摘してはきたが，抜本的な経営改

善に向けての指導には有効性を発揮できなかっ

た。しかも，平和相互銀行は，検査，考査向け

に別途帳簿を作成していたとされており 1日 そ

れをも見逃してきたか，あるいは黙認してきた

ことになる。また，考査はもちろん検査の詳細

な内容は公表されるものではなく 157)公的開示

制度としては有効でないと言わざるを得ない。

155)山田 [1986J。
156) ~読売新聞』昭和60年 8 月 29日朝刊，昭和61年

7月15日夕刊. ~朝日新聞』昭和61年 7 月 17 日

朝刊。

7. 4 本事例の特徴とその後の対応

本事例の特徴をあげれば，以下のようである。

① 長期にわたる報道の中，その論点が変化し，

事例の性格も変化したこと。

② 経営破綻に至った銀行の整理のモデルケー

スとなったこと。

③ 会計，監査に関しては，比較的関心が薄かっ

たこと。

④ その中で，監査役には従来になく注目が集

まったこと。

⑤ 他の事例との関連が多いこと。

①については，すでに詳細を述べたところで

ある。そもそも，平和相互銀行は問題のある銀

行と見なされてきたきらいがあるが，報道にお

ける問題点の指摘は大きく変化してきている。

最終的には 1s前監査役を中心とする特別背

任事件となるのであるが，本事例は，単純にそ

れだけの事例ではない。同行が経営破綻に至る

のは，多額の不良債権が原因であるが，その点

については，最終的には問題の中心からはずれ

てしまった感を否めない。これは，②にあるよ

うに，本事例が従来我が国ではつぶれないとい

われてきた銀行の破綻，整理事例であることか

ら，その処理スキームの確定とともに関心が薄

れてしまった傾向があるように思われる。

その結果，なぜ不良債権がかくも多くに至る

まで放置されてきたのか，会計上，監査上の問

題の指摘も少ないままにとどまっている。裁判

の過程や報道の中では，帳簿の改窟も指摘され

ているが醐，それ以上の報道はなし、。反面，前

項に示したように，最終的に事件となった部分

の主体となったのが監査役であったことは，従

来になく監査役への注目を集めた。この意味で，

157)参議院予算委員会は平和相互銀行の検査結果

の公表を求めたが，大蔵省は金融機関との信
頼関係維持の観点から公表を拒んでいる(~朝

日新聞』昭和61年3月13日朝刊)。
158) I銀行の犯罪検証・平和相銀事件付)J~日

本経済新聞』昭和61年7月10日朝刊. 12月10
日朝刊。
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本事例は，監査役が経営の実権を握り，事件に がある事例がある。まず，平和相互銀行の解体

直接に関与した興味深い事例である。しかしな

がら，本事例が取締役ではなく監査役が中心と

なったことに特に着目したものはほとんどなかっ

たように思われる。結果として，本事例を公認

会計士，監査役制度の問題点やその改善にむす

びつける議論にはならなかったのである。

⑤については，本事例が様々な事例と関連し

ていることに留意しておく必要がある。本事例

により，まず平和相互銀行と同様の問題点を抱

える銀行が着目された。平和相互銀行の場合は，

不良債権額の確定は大蔵省検査によってなされ

た。昭和63年には同様にして，大蔵省検査によ

り第一相互銀行での不動産関連への過剰融資が

指摘される刷。大蔵省は同行社長から事情聴取

を行い，検査終了後は決算承認銀行とし，業務

改善命令を出すことになる刷。社長は留任姿勢

を示すが，結局は辞任，第一相互銀行は太陽神

戸銀行を中心とした支援を受けて再建を目指す

ことになる則。このように，相互銀行を中心に

問題のある経営をチェックし，必要に応じて他

の銀行の支援態勢をつくることが，大蔵省を中

心に行われたのである。

また，いわゆる金扉風問題が，一旦は収束し

たにもかかわらず後に再度問題とされるのは，

後のリクルート事件，佐川急便事件との関連に

おいてである。すなわち，平和相互銀行の事例

に関連した人物の多くが，佐川急便事件などと

共通していることが明らかになるにつれ，改め

て平和相互銀行事件が注目されることとなり，

特にT元首相への資金の流れが問題となった金

扉風事件が注目されたのである。

さらに他にも，平和相互銀行の事例との関連

159) r日本経済新聞』昭和田年5月8日 6月3日
朝刊。

160) r日本経済新聞』昭和田年4月7日夕刊 7月
25日夕刊 7月27日朝刊。

161) r日本経済新聞』昭和田年12月27日夕刊。

に伴って，その株式持ち合い構造が崩壊するこ

とになる谷藤機械工業である。また，住友銀行

による平和相互銀行株式の取得に活躍した伊藤

高(のちのイトマン)も，その後大きく注目さ

れることになるのである。
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